
I．は　じ　め　に

　近年多発する豪雨は，林道に多大な被害をもたらしてい
る（林野庁 2021a）。我が国における日降水量 100 mm以
上の大雨の日数は増加傾向にあり，RCP8.5 シナリオを用
いた予測によれば，今世紀末における短時間強雨の発生回
数は全国的に有意に増加する（環境省ら 2018）。森林施業・
管理の基盤である林道を将来も維持していくためには，そ
のような気候変動の影響下での林道災害の発生件数及びそ
の復旧に要する費用を定量的に予測し，財政負担の増加や
復旧事業に係る人材の不足（林野庁 2020）といった課題
への対応を検討していく必要がある。また，我が国の林道
等の現況延長約 19 万 kmに対し，効率的な森林施業実施
の観点から望ましい林道延長は 25 万 kmとされているが
（林野庁 2021b），維持管理の負担の観点からこの目標延長
を検証する必要もあろう。将来の豪雨の増加を踏まえた林

道災害発生件数及び復旧費用の定量的予測は，その基礎情
報としても重要である。
　林道災害やその復旧費用に関する既往研究を見ると，林
道維持管理コストの定量化を目的として，過去の記録から
災害復旧単価（単位延長当たりの年間災害復旧費用）を求
めたものと，危険地を避けた林道計画への活用を目的とし
て，林道災害の発生と関係が深い地形条件等の素因を検討
したものに大別される。前者としては，酒井（1987）や澤
口（1996）が，国有林林道の年間災害復旧費を当該年の林
道現況延長で除すことで災害復旧単価（円/m・年）を求め，
同年の平均開設単価（円/m・年）に対する割合として表
現している。また，近年では渡部ら（2019，2022）が，林
道台帳の災害記録から災害復旧単価（円/m・年）を求め
ている。一方，後者としては，近藤（1994），近藤・神谷（1995），
吉村・神崎（1995），吉村ら（1995）が，地形条件等の素
因を説明変数として林道災害の発生/非発生を分ける判別
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　気候変動下の将来の林道災害発生件数を定量的に予測するためには，降雨因子に応じた林道災害発生頻度モデルが必要であ
り，その推定には長期かつ広域の林道災害データが必要となる。全国の林道で整備されている林道台帳は有効なデータソース
となり得るが，林道台帳からは個々の災害発生時の降雨因子の水準は特定できない。本研究では，路線・年ごとの合計被災箇
所数のみが把握可能な林道台帳等の「解像度の低い」データから，降雨因子を説明変数とした林道災害発生頻度モデルを推定
する手法を提示した。災害発生時の降雨因子が特定可能な富山県の過去 21 年間の林道災害データを用いて推定したモデルと，
同じデータを林道台帳等と同等の路線・年単位の解像度に落としたデータを用いて提案手法で推定したモデルを比較したとこ
ろ，最大 24 時間雨量 100～400 mmの降雨イベントの下での災害発生頻度（箇所/km・回）の期待値は両モデルでオーダーが一
致していた。対象とする地域の豪雨頻度や長大な路線の多さにも依存するが，それらが富山県と同等以下の対象地であれば，
林道台帳等の低解像度な被災箇所数データを用いたモデル推定が可能であると考えられる。
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モデルを構築するなどして，林道災害と関係の深い素因に
ついて検討している。井内ら（2016）は，被災箇所の斜面
傾斜等の諸因子と崩壊土量との関係を分析している。また，
山地斜面災害のリスクが高い場所は林道災害のリスクも高
いと考えられることから，吉村・神崎（1995），Eker and 
Aydin（2014，2016），白澤ら（2018）は，危険地を避けた
林道計画への活用を想定し，山地斜面の崩壊危険度を各種
地形量から推定した。
　しかし，これらの既往研究では，林道災害の誘因となる
降雨条件の影響が明らかにされていない。山地斜面災害や
公道・鉄道の災害に関しては，警報発令や通行・運行規制
発出の基準の必要性から，各種の雨量指標（時間雨量，連
続雨量や土壌雨量指数等）と災害発生リスクとの関係につ
いて多数の分析が行われているが（例えば鈴木ら 1979；
岡田ら 1992；高橋ら 2003；布川ら 2010；櫻谷ら 2019），
林道災害に関しては降雨条件に着目した研究はほとんど行
われていない。酒井（1987）も指摘するように，災害復旧
費用の実績値はその年の降雨条件に強く依存し，ばらつき
が極めて大きい。従って気候変動により降雨条件が変化し
ていく中で，過去のある期間の平均災害復旧単価がそのま
ま将来予測にも適用できるとは考え難い。また，災害復旧
費用のばらつきには，被災箇所数のばらつきと 1箇所ごと
の復旧事業費のばらつきが含まれるため，両者を分離して
予測モデルを構築することが有効と考えられる。このうち
後者は貨幣価値の変動や林道復旧事業で選択される工法の
変化等，時代によって変化する社会的要因の影響を強く受
けるため，過去の資料からのモデル化や将来予測には社会
経済学的な動向を踏まえた分析も必要になる。一方で前者
は，社会的要因の影響を全く受けないわけではないが，1
箇所ごとの復旧事業費に比べれば時勢の影響を受けにく
く，降雨条件が主要な説明変数の一つになると考えられる。
将来の降雨については，気候変動シナリオに応じた将来気
候の予測データ（例えばMurata et al. 2017）が示されており，
降雨因子を説明変数として災害発生頻度（単位被雨延長当
たりの災害発生数）予測モデルを構築できれば，そのモデ
ルに将来気候の予測データや今後の整備予定を踏まえた将
来の林道密度を入力値として与えることで，林道災害発生
箇所数の期待値を得ることができる。
　そこで著者らは前者の予測モデル構築に取り組んでお
り，既報において，富山県の民有林林道の過去 21 年間の
災害記録から降雨強度に応じた災害発生頻度の期待値を推
定した（宗岡ら 2021）。この既報では，国庫補助対象の災
害復旧事業実施に際して作成される災害査定資料をもとに
した災害データを用いたが，災害査定資料の保存期間は地
方公共団体によって異なり，長期間の資料が保存されてい
るとは限らない。高強度の降雨は再現期間が長く発生する
エリアも限られるため，十分なデータを得るには長期的か
つ広域的な災害データが必要となる。その意味で，林道規
程に基づき全国の林道について整備され（日本林道協
会 2021），各路線について開設時から現在までの林道施設
災害復旧事業の履歴が記録されている林道台帳は，有効な
データソースとなり得る。従来紙媒体で保管されてきた林

道台帳だが，これを電子データ化する林道管理者も増えて
おり，林道台帳をビッグデータとして活用するための環境
は整いつつある。しかし，災害査定資料と林道台帳の災害
記録とではデータの解像度が異なる。災害査定資料では災
害発生日が少なくとも数日の範囲に特定され，発生位置に
ついては絶対座標の記載は無いものの，「起点からの距離」
という形で記載されている。これに対し，林道台帳から把
握できるのは各路線の年間合計被災箇所数である（注 1）。
林道管理者によっては多少付加的な情報を記載している場
合もあるが，基本的には，林道台帳の災害データの解像度
は空間的には路線単位，時間的には年単位である。一つの
路線は 1年の間にも様々な強度の降雨イベントを受ける
し，延長の長い路線であれば区間によって強度の異なる降
雨イベントを受ける場合もあるが，林道台帳等の災害記録
ではそのうちのどの降雨イベントの下で災害が発生したの
か特定できない。一方で近年は，解析雨量等の格子状の雨
量データが日本全国について整備され，また都道府県に
よっては絶対座標をもつ林道線形データの整備も進められ
ている。両者を重ね合わせれば，路線・年ごとに降雨因子
の水準別被雨延長（どのような強度の降雨イベントを，年
間延べ何 kmの区間が受けたか）を把握することは可能で
ある。この情報と，林道台帳等に記載された被災箇所数の
データをもとに，降雨因子と災害頻度の関係モデルを構築
する手法があれば，全国の林道で整備されている林道台帳
等の災害記録を活用し，気候変動下での災害発生箇所数予
測モデル構築が可能となる。
　そこで本研究では，空間的・時間的解像度が低く災害発
生時の降雨イベントが特定できない被災箇所数データと，
林道線形 GISデータ，解析雨量データから，降雨因子に
応じた災害発生頻度予測モデルを構築する手法を提案し
た。具体的には，被災箇所数データの空間的・時間的解像
度に合わせた尤度関数を定式化することで，降雨強度に応
じた災害発生頻度の期待値をベイズ推定するという手法で
ある。II. 1.～4.でその手法を述べた後，III.では災害発生
時の降雨イベントを特定可能なデータから推定したモデル
と，同じデータを林道台帳等と同等の解像度（路線・年単
位）に落としたデータから提案手法により推定したモデル
を比較し，提案手法の有効性を検討した。

II．降雨イベントが特定できない 　　　�
災害データからのモデル推定手法

1．災害発生頻度の統計モデル
　本研究では，「単位被雨延長における災害発生箇所数
yunit」を確率変数ととらえ，その期待値 λを統計的に推定
する。単位被雨延長における災害発生箇所数とは，単位延
長（1 km）の林道がある強度（降雨因子の水準）の降雨イ
ベントを 1回受けた時の災害発生箇所数を意味し，単位は
箇所/（km・回）となる。この単位被雨延長における災害
発生箇所数 yunitの確率分布モデルとして，ポアソン分布を
仮定する。ポアソン分布は，ある範囲（期間，空間的長さ，
面積等）において平均 λ回起こる事象が，その範囲内で
yunit回起こる確率を表現する離散確率分布である。この λ
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が降雨因子 xに依存するものとして，次式のモデルを仮定
する。

λ（x）＝ea0＋a1 x （1）

　ここで，a0，a1 は係数である。すなわち，本研究では災
害頻度について，対数リンク関数を用いたポアソン回帰の
一般化線形モデルを仮定することになる。このモデルの係
数 a0，a1 を林道台帳等の災害データ等から推定する。対
数リンク関数としたのは，ポアソン回帰の一般化線形モデ
ルの正準リンク関数である（久保 2012）とともに，既報
において，λの推定値が降雨因子（降雨イベント中の最大
24 時間雨量）に応じて指数的に増加することが示唆され
たことによる（宗岡ら 2021）。誤差分布として仮定してい
るポアソン分布は，ある範囲内でのカウントデータの誤差
分布のモデルとして自然に想起される分布である（Gelman 
et al. 2017）。林道災害の発生確率は同一降雨因子水準下で
も局所的な地形条件等の素因によって異なるため，単位区
間内被災箇所数は厳密にポアソン分布に従うわけではない
が，既報に示したように一般化線形回帰を行う上での誤差
分布としてポアソン分布を仮定することが不合理と思われ
るほどの顕著な乖離は見られなかった（宗岡ら 2021）。本
論文は林道台帳等の低解像度な被災箇所数データから林道
災害頻度を推定する新たな手法の提示に主眼を置き，まず
は降雨因子のみを説明変数とする最も単純なモデルを仮定
し，素因によるばらつきはポアソン分布で近似することと
した。
2．降雨因子
　降雨因子 xとしては，短時間の降雨強度の指標である 1
時間雨量，降雨イベントの規模の指標となる 24時間雨量や
累積雨量のほか，土壌中の水分量の指標であり土砂災害の
警報発令や道路通行止めの基準として検討されてきた，実
効雨量（矢野 1990）やタンクモデル（Ishihara and Kobatake 
1979；菅原 1985）の貯留量の和である土壌雨量指数（岡
田ら 2001），短期・長期の実効雨量の組み合わせによる雨
量指標（中井ら 2007）等，様々な物が考えられるが，本
研究では，既報（宗岡ら 2021）と同じく降雨イベント中の
最大 24時間雨量を用いることとした。これは，林道台帳は
もとより災害査定資料でも各災害の発生時刻までは特定で
きず，時間的解像度は降雨イベント単位に留まることから，
時々刻々と変化する雨量指標よりも降雨イベント全体の規
模を表す指標が適当であると考えたこと，また国庫補助に
よる林道施設災害復旧事業の対象となる災害は，最大 24
時間雨量 80 mm以上の豪雨の下で発生した災害と規定され
る（日本林道協会 2019）ことを考慮したものである。なお，
後述するベイズ推定のためのマルコフ連鎖モンテカルロ法
によるサンプリングの効率化のため，最大 24時間雨量 x′

を次式のように変換した xを降雨因子とした。

 （2）

　ここで，x′meanは x′の標本平均，x′stdは標準偏差であり，
今回使用したデータではそれぞれ 114，37 mmであった。
本研究では解析雨量データを用いて降雨因子を求めた。解
析雨量データの時間的解像度は 1時間，空間解像度は全国
標準地域メッシュ3次メッシュ（約 1 km四方メッシュ）
単位である。この 3次メッシュと林道線形とを重ね合わせ，
あるメッシュ内に存在する林道区間が受けた降雨の履歴は
そのメッシュの雨量データを参照して求めることとした。
3．尤度関数

　林道線形データと解析雨量データを重ね合わせることで，
各路線・年の降雨因子の水準別被雨延長 θ＝（θ1，θ2，…
θB）を把握することができる。例として，ある路線・年に
ついて θを示せば図︲1中のヒストグラムのようになる。前
節で仮定した一般化線形モデルの下で，水準 xの降雨イベ
ントを受けた θx km・回の被雨区間において y箇所の災害が
発生する確率は次式で表せる。

P（y）＝Po（ y |θx λ（xmed，a0，a1）） （3）

　ここで，Po（ y |λ）は平均 λのポアソン分布に従う事象で
yが得られる確率である。ただし，同一水準内の λは各水
準の中央値 xmedを（1）式の xに代入した値で一定とみな
せるものとする。
　林道台帳等の災害記録からは，各水準の降雨イベントの
下で発生した災害箇所数は把握できず，得られるのは路線・
年単位の合計被災箇所数 Yである（図︲1）。そこで，デー
タの解像度に合わせ，この路線でこの年に合計 Y箇所の
災害が発生する確率を定式化し，尤度関数とすることを考
える。まず Y＝0となる確率は，θx＞0である B個の水準
すべてで災害発生箇所数が 0となる確率なので，次式で表
される。

 （4）

　次に Y＞0の場合を考える。例として Y＝3となる確率
を考えると，「一つの水準で 3箇所とも発生しそれ以外で
は災害が発生しない確率」，「二つの水準でそれぞれ 1箇所，
2箇所発生しそれ以外では災害が発生しない確率」，「三つ
の水準で 1箇所ずつ発生しそれ以外では災害が発生しない
確率」というように，3を分割した数を θx＞0である B個
の水準に割り当てるすべてのパターンの確率の総和をとれ
ば良い。一般的には次式で表すことができる。

 （5）

　ここで，IYは Yの分割数，Jiは Yの i番目の分割パター
ンの成分の並べ替えの数，Miは i番目の分割パターンの成
分の数，KMは B個の水準から Mi個を取り出す組み合わせ

の数，yi，j，mは Yの i番目の分割パターンの j番目の並べ替
えの m番目の成分，θ x（k，m）は B個の水準から Mi個を取り
出す k番目の組み合わせにおいて取り出された m番目の

x′std

(x′－x′mean)x＝

P（0）＝ Po（0|θxbλ（xbmed, a0, a1））
b＝1

B

Π

P（Y）＝ ・
m＝1

Mi

ΠΣ
IY

i＝1
Σ

Ji

j＝1
Σ

KM

k＝1 Po（0|θx（k,m）λ（xmed（k,m）, a0, a1））
Po（yi, j,m|θx（k,m）λ（xmed（k,m）, a0, a1））

Po（0|θxbmedλ（xb, a0, a1））
b＝1

B

Π
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水準の被雨延長である。分割数とは，ある整数を正の整数
の和で表すすべての場合の数である。ただし，順序の違い
は考慮しない。例えば，3を整数の和で表す方法は，［3］，
［1＋2］，［1＋1＋1］の 3通りなので，3の分割数は 3である。
各分割パターンを構成する整数［3］，［1，2］，［1，1，1］

をその分割パターンの「成分」と称した。
　これを a0，a1 の関数とみて，得られている N路線・年
分のデータ（Θ＝（θ1，θ2，・・θN），Y＝（Y1，Y2，・・YN））に
ついて積をとった次式が尤度関数となる。

 （6）

4．係数のベイズ推定
　本研究では，係数 a0，a1 をベイズ推定する。係数の事
前分布としては無情報事前分布（一様分布 U（－109，
109））を設定した。尤度関数は（6）式に観測データ Θ，Y
を代入したものとなる。係数の事後分布はそれらの積に比
例するが，それを解析的に求めることは困難であるため，
マルコフ連鎖モンテカルロ法の一つであるメトロポリス・
ヘイスティング法により事後分布からのサンプル（乱数）
を発生させ，そのヒストグラムを正規分布に近似すること
で事後分布を推定した。初めの 100 サンプルを棄却し，そ

の後の 10,000 サンプルから事後分布を推定した。
5．高解像度被災箇所数データからのモデル推定
　一方，災害発生時の降雨イベントが特定可能な高解像度
被災箇所数データであれば，路線・年内の各水準の下での
災害発生数の観測データ yn，bが得られるため（図︲1），そ
れを（3）式の yに代入し，全観測データ分の積をとった
ものを係数 a0，a1 の関数とみた次式が尤度関数となる。

 （7）

L（a0, a1|Θ, Y）＝ Ln（a0, a1|θn, Yn）
n＝1

N

Π
Ln（a0, a1|θn, Yn）

＝

m＝1

Mi

ΠΣ
IYn

i＝1
Σ

Ji

j＝1
Σ

KM

k＝1 Po（0|θx（n,k,m）λ（xmed（k,m）, a0, a1））
Po（yi, j,m|θx（n,k,m）λ（xmed（k,m）, a0, a1））

Po（0|θx（n,b）λ（xmed（n,b）, a0, a1））, Yn＞0
b＝1

Bn

Π
Po（0|θx（n,b）λ（xmed（n,b）, a0, a1））, Yn＝0

b＝1

Bn

Π⎛
｜
⎨
｜
⎝ ・

L（a0, a1|Θ, y）＝Π
N

n＝1
Π

Bn

b＝1
Po（yn,b|θx（n,b）λ（xmed（n,b）, a0, a1））

図︲1．低解像度被災箇所数データ，高解像度被災箇所数データの概念図
図中のヒストグラムはこの路線・年の降雨因子の水準別被雨延長を示す。この路線は二つのメッシュ1，2にまたがり，0.44 kmがメッシュ1内に，
0.26 kmがメッシュ2内に位置している。この年にメッシュ1，2では最大 24 時間雨量 80 mm以上 120 mm未満の降雨イベントがそれぞれ 7回ずつ，
120～160 mmが 1回ずつ，160～200 mmが 1回ずつ，200～240 mmが 1回ずつ発生したため，路線全体では図のような降雨因子の水準別被雨延長
の分布となっている。低解像度被災箇所数データでは，各水準で発生した被災箇所数 ybはわからず，路線・年単位の合計被災箇所数 Yが与えられる。
高解像度被災箇所数データでは，各水準で発生した被災箇所数 ybが与えられる。

高解像度被災箇所数データ

y1=1 y2=0 y3=0 y4=2

低解像度被災箇所数データ

y1=? y2=? y3=? y4=?

合計被災箇所数Y=3
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　この尤度関数を最大化する a0，a1 は解析的に求まるが，
提案手法によるモデルとの比較を容易にするため，こちら
もベイズ推定により係数を推定した。なお，低解像度被災
箇所数データからの推定手法では降雨因子の水準をあまり
細かく分割すると（5）式中の KMが極めて大きくなり，現
実的に尤度関数の評価が困難になることから，尤度関数評
価が可能な範囲でなるべく細かい水準として 40 mmごと
の水準を設定したが，高解像度被災箇所数データからの推
定ではそのような懸念がないため 1 mmごとの水準とした。
6．モデル推定に使用したデータ
　本研究で用いたデータは，既報（宗岡ら 2021）と同じく，
解析雨量データ，富山県の民有林林道基本データ（林道路
線名・起終点住所・開設経過等の基礎的情報と林道線形
GISデータ），富山県の 1998～2018 年の民有林林道災害
データである。これらのデータ及びその整理方法は既報に
詳しく述べているが，概略は以下の通りである。まず，解
析雨量データの各メッシュにおいて，24 時間以上の無降
雨時間を挟まない 1連続降雨を一つの降雨イベントと定義
し，各降雨イベントの最大 24 時間雨量を求め，それが国
庫補助事業による災害復旧事業の要件である 80 mm以上
の降雨イベントを抽出した。次に，林道線形 GISデータ
と林道基本データから得られる開設経過から，各年・メッ
シュ内に存在した林道延長を求めた。これらを重ね合わせ
ることで，路線・年単位の降雨因子の水準別被雨延長 Θ
を求めた。一方，林道災害データとしては，国庫補助によ
る林道施設災害復旧事業の査定に際して作成される災害査
定資料をもとに，富山県農林水産総合技術センター森林研
究所が取りまとめたデータを使用した。このデータには，
国庫補助による林道施設災害復旧事業の対象となる，最大
24 時間雨量 80 mm以上の降雨イベントの下で発生した復
旧事業費 40 万円以上の災害の記録が収録されている。こ
の林道災害データでは，災害発生日を 2～3日の解像度で
特定可能なので，解析雨量データ上の降雨イベントと突合
し，各降雨イベント下で発生した被災箇所数を求め，路線・
年・降雨因子の水準別に合計することで高解像度被災箇所
数データ yとした。次に，本研究で提案する手法の入力デー
タとするため，yを路線・年単位で合計することで低解像
度被災箇所数データ Yとした。データ数 Nは 13,608 路線・
年，データ全体の合計被雨延長は 94,337 km・回，Yの合
計は 584 箇所であった。

III．結　　　　　果

1．�データ全体の降雨因子の分布と Bの分布
　データ全体の降雨因子の水準別被雨延長は J-Stage電子
付録付図︲1 に示す通りであった。前述の通り最大 24 時間
雨量 80 mm以上の降雨イベントを抽出しているため，降
雨因子の最小値は 80 mm，最大値は 460 mmであった。最
低の水準である最大 24 時間雨量 80～120 mmの降雨イベ
ントを受けた延長が最も長く，高水準になるに従い被雨延
長は急速に減少していく。本研究で提示するモデル推定手
法では，降雨因子の水準別被雨延長の分布が左右対称に近
いと，係数の正負を誤って推定する可能性があるが，実際
の分布は左右対称からかけ離れていることが確認できる。
　次に，各データの B（θx＞0である水準の数）のヒスト
グラムを図︲2 に示す。Bの値は，最大 24 時間雨量 80 mm
以上の降雨イベントを受けた回数が多かった路線・年で大
きくなるほか，延長が長く多数のメッシュにまたがる路線
一では，同日の降雨イベントでもメッシュによって水準が
異なる場合があるため大きくなる傾向がある。B＝1であ
れば，被災箇所数 Yが発生した降雨イベントの水準が特
定されていることになるが，Bが大きくなるほどデータの
実質的な解像度は下がることになる。今回使用したデータ
については，B＝1のものが最も多く全体の 46％，B＝2が
35％，B＝3が 13％などとなった。データ全体の Bの最大
値は 9であった。
2．�モデル推定結果
　表︲1 に低解像度・高解像度被災箇所数データからの係

表︲1．係数推定結果と各モデルの AIC
a0 推定値

（95％信用区間）
Rhat

a1 推定値
（95％信用区間）

Rhat AIC

低解像度データモデル －5.46
（－5.57～－5.36）

1.001 0.617
（0.568～0.666）

1.000 6.15×103

高解像度データモデル －5.53
（－5.63～－5.42）

1.004 0.692
（0.655～0.729）

1.003 6.14×103

平均値モデル －5.08 - - - 7.64×103

a0，a1 の 95％信用区間は，各係数の周辺事後分布を正規分布に近似し，0.025 分位点～0.975 分位点を求めたもの。AICは各モデルの下で高解像度被災箇所
数データが観測される尤度をもとに求めた。

図︲2．θx＞0である水準の数 Bの頻度分布
各データについて被雨延長 θxが 0より大きい水準の数 Bを求めた。
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数の推定結果（以後，「低解像度データモデル」，「高解像
度データモデル」と称する），両モデルと平均値モデル（災
害発生頻度が降雨因子に依存せず一定とするモデル）の
AIC（赤池情報量規準）を示す。また，各モデルの下での
最大 24 時間雨量 x′と災害発生頻度 λの関係を図︲3 に示
す。J-Stage電子付録付図︲2 に，係数推定時のマルコフ連
鎖モンテカルロ法によるサンプリング結果を示した。係数
の推定にあたり，異なる初期値から各モデル 3系列のサン
プリングを行った。表︲1 に示すように，いずれのモデル，
係数についても Rhatは 1に近く，事後分布推定に適切なサ
ンプルが得られているものと考えられる（Gelman et al. 
2017）。
　高解像度データモデルの係数 a0，a1 の事後期待値はそれ
ぞれ－5.53，0.692 であった。この期待値を a0，a1 の推定量
とすれば，災害発生頻度の期待値 λは最大 24時間雨量 x′
が 100 mm増えるごとに 6.4 倍となり，x′＝100 mmで 3.0×
10－3 箇所/km・回（95％信用区間：2.7×10－3～3.4×10－3 箇
所/km・回）であるのに対し，x′＝400 mmでは 8.0×10－1 箇
所/km・回（同：5.9×10－1～1.1 箇所/km・回）となる。一方，
低解像度データモデルの係数 a0，a1 の事後期待値はそれぞ
れ－5.46，0.617 であった。高解像度データモデルと比較し
て，切片 a0 がやや大きく，降雨因子の係数 a1 がやや小さ
くなった。また，J-Stage電子付録付図︲2からわかるように，
高解像度データモデルに比べ a1 がやや幅の広い推定となっ
た。この推定モデルによれば，最大 24時間雨量が 100 mm
増えるごとに λは 5.2 倍となり，x′＝100 mmで 3.4×10－3 箇
所/km・回（同：3.0×10－3～3.7×10－3 箇所/km・回），x′＝
400 mmでは 4.9×10－1 箇所/km・回（同：3.2×10－1～7.0×
10－1 箇所/km・回）となる。
　AICについては，当然のことながら高解像度データモデ
ルで最も小さく，次いで低解像度データモデル，平均値モ
デルの順となった。低解像度データモデルも，平均値モデ
ルに比べると顕著な尤度の向上が見られた。

　低解像度データモデルに，過去 21 年間の富山県の降雨
強度別被雨延長のデータ Θを代入して得られる予測被災
箇所数は 555 箇所（95％信用区間：476～642 箇所）となり，
実際の 584 箇所に対し期待値は 5％の過小推定となった。
高解像度データモデルによるそれは，579 箇所（同：495～
680 箇所）であった。

IV．考　　　　　察

　まず，高解像度データモデルで降雨因子の係数 a1 の
95％信用区間に 0は含まれず，最大 24 時間雨量が 100 mm
増加するごとに災害発生頻度 λは 5.9～7.1 倍になるという
結果であったことから，降雨因子は災害発生頻度に大きな
影響を与えることが示唆される。鉄道盛土の災害に関する
研究で指摘されているように，災害発生に至る素因の水準
は降雨強度に依存し，高強度の降雨イベント下ではより広
範な条件で災害が発生すると考えられる（岡田ら 1992）。
現状，林道災害に関する研究は地形等の素因に関係するも
のが先行しているが，誘因である降雨因子を組み込んだモ
デル化が必要と考えられる。林道台帳の災害記録の分析で，
地域・年ごとの災害発生頻度と降雨因子（タンクモデルの
貯留量の確率年）との間に明確な関係が見られなかったと
する報告もあるが（有賀・小林 2022），この報告ではデー
タのばらつきに正規分布を仮定して線形回帰を行っている
ため，関係が見えにくかった可能性がある。本研究のほか，
有賀・小林（2022），渡部ら（2019，2022）などが路線・
年単位の林道災害の発生箇所数や復旧費用のデータを林道
台帳から収集しているが，いずれも 0のデータの割合が多
いことは共通しており，正規分布で近似することは難しい。
　低解像度データモデルは，高解像度データモデルに比べ，
降雨因子の係数 a1 がやや小さくなった。この理由は以下
のように考察できる。例えば，n番目のデータでは Bn＞1，
Yn＞0で，実際には θx＞0である水準のうち最高水準の降
雨因子の下で Ynのうちの多く，あるいはすべてが発生し
ていたとする。しかし，（5）式の尤度関数ではより低い水
準の降雨因子の下で災害が発生する確率も足し上げた形と
なっているため，この 1データについて（5）式の尤度を
最大化する a1 を求めれば，高解像度被災箇所数データか
らの最尤推定値よりも小さくなる。逆もまた然りであり，
最高水準以外の水準の下で災害が発生することもあるが，
そのような 1データについて（5）式の尤度を最大化する
a1 を求めれば高解像度被災箇所数データからの最尤推定
値よりも大きくなる。しかし，N個のデータ全体の中で前
者のケースが多かったため，データ全体の尤度関数（6）
式を最大化する a1 は，高解像度被災箇所数データからの
推定値よりも小さくなったと考えられる。
　このような若干の過小推定が見られたが，両モデルによ
る λの推定値は，最大 24 時間雨量 100 mmで 10－3 箇所/
km・回のオーダー，400 mmで 10－1 箇所/km・回のオー
ダーなど，モデル推定に使用したデータに含まれる降雨因
子の水準の範囲内ではオーダーが一致していた。提案手法
による推定モデルは，高解像度データモデルの良い近似に
なっていると言える。さらに大きい降雨因子の水準ではズ

図︲3． 低解像度被災箇所数データ，高解像度被災箇所数データ
から推定された林道災害発生頻度モデル

95％信用区間は，マルコフ連鎖モンテカルロ法によって発生させた全系列
の a0，a1 のサンプルを（1）式に代入して λのサンプルとし，その頻度分布
を対数正規分布に近似して 0.025 分位点，0.975 分位点を求めたものである。
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レが大きくなるが，データの範囲を超える水準にモデルを
外挿することの妥当性については，高解像度データモデル
を含め，別途検討を要する事項である。このように比較的
良好な近似となった理由は，Y＝0のデータの多さと，路線・
年単位のデータの「実質的な解像度」にあると考えられる。
まず，Y＝0のデータに限れば，尤度関数は高解像度デー
タモデルと同じである。今回のデータでは 13608 データ中
97％にあたる 13228 データが Y＝0であった。また，図︲2
に示したように，今回のデータに関しては Bが 3以下の
ものが 94％を占めていた。Y＞0でも B＝1であれば尤度
関数は高解像度データモデルと同じであるし，B＞1でも
Bが小さい範囲では Yの「割り当て先」の選択肢がそれほ
ど多くないため，尤度関数の形は高解像度データモデルの
尤度関数に似たものとなる。このようなデータが多かった
ために，データ全体の尤度関数も，高解像度データモデル
の尤度関数と類似したものになったと考えられる。つまり，
本論文で対象とした富山県の林道災害の頻度と最大 24 時
間雨量 80 mm以上の降雨イベントの頻度から見て，路線・
年単位のデータの実質的な解像度はそれほど低くないと言
える。異なる地域で同様に林道台帳等のデータからのモデ
ル推定を試みた場合，Bの分布はその地域内の 1路線の延
長の頻度分布（長大な路線の多さ）や最大 24 時間雨量
80 mm以上の降雨イベントの発生頻度によって異なるが，
これらが本研究で対象とした富山県と同等かそれ以下のエ
リアであれば，林道台帳等の路線・年単位の災害データか
ら高解像度データモデルに近いモデルの推定が可能である
と考えられる。なお，過去 30 年間の解析雨量データ（た
だし，降雪のある 12～3 月のデータを除く）から，民有林
に重なるメッシュにおける最大 24 時間雨量 80 mm以上の
降雨イベントの年間発生回数の平均値を都道府県別に求め
ると，最小値は 0.8 回/年，最大値は 6.6 回/年であった。
富山県におけるそれは 2.6 回/年であり，47 都道府県中 28
都道府県では 3回/年以下であった。
　前述の通り，林道災害発生頻度は地形条件等の素因の影
響も受けるが，本論文では低解像度被災箇所数データを活
用した新たなモデル推定手法の提示に主眼を置き，降雨因
子のみを説明変数としたシンプルなモデルを仮定した。こ
のモデルでは a0，a1 の値に対象エリア内の林道がもつ素因
の分布が反映されることになる。現段階での将来の降雨予
測データは，ある程度長期間・広域における強度別降雨イ
ベント発生頻度の予測としては一定の信頼性をもつが，各
降雨イベントがいつ，どこで発生するかをピンポイントで
予測するものではない。従ってどのような素因をもつ林道
がその降雨イベントに遭遇するかは，エリア内の素因分布
からのランダムサンプリングとみなせ，長期間で見ればそ
の標本分布は母集団の分布に類似したものになる。従って
降雨因子のみを説明変数とするモデルも，データを取得し
たエリアと同一あるいは類似した素因分布をもつ対象エリ
アにおける，長期的な被災箇所数の予測を目的とするモデ
ルとしては意義があると考えている。しかし，特定の素因，
降雨因子の下での被災頻度をより小さい分散で予測しよう
とするならば，素因を含むモデルの推定が必要である。本

研究で提案した手法は，枠組みとしては，地形条件等の素
因を因子に加えたモデルの推定にも適用可能である。例え
ば，素因ベクトル x2 とその係数ベクトル a2 を加えたモデル
λ（x）＝ea0＋a1 x1＋a2 x2T，あるいは，本研究における係数 a0，a1 が
素因ベクトル x2 の関数であるとするモデル λ（x）＝e f（x2）＋g（x2）x1

を仮定し，林道線形 GISデータと素因データ及び解析雨量
データの重ね合わせにより各路線・年の素因・降雨因子の
水準別被雨延長を求めて Θとすればよい。しかし，降雨因
子の水準別被雨延長の分布が J-Stage電子付録付図︲1に示
すように左右非対称であり，その形状も路線・年ごとにか
なり異なるのに対し，例えば斜面傾斜等の地形因子の水準
別被雨延長の分布は歪度が小さく，路線・年ごとの違いも
小さいと考えられる。また，林道台帳では被災の形態（切
取法面崩壊，路肩決壊，盛土崩壊，路面洗堀，排水構造物
の損壊等）が把握できないため，形態を区別せず林道災害
全般の発生箇所数を目的変数とせざるを得ない。降雨因子
は多くの形態の災害発生頻度と正の相関があると考えられ
るのに対し，素因と発生頻度との関係性は災害の形態に
よっても異なると考えられる。例えば，打荻（1971）は，
連続雨量と単位面積当たり山地斜面崩壊発生数に正の相関
を見出しており，これは林道の切取法面崩壊や盛土崩壊に
も通ずると考えられる。路面洗堀については，その原因と
なる路面上の地表流の流量が降雨強度に応じて増大する
（Muneoka et al. 2014）。渓流横断部に設けられる暗渠等の排
水構造物の損壊は，土砂や流木，枝条等の閉塞による排水
処理能力の低下と，渓流の流量増加が相まって発生する場
合が多い（Minematsu and Akita 1987）。合理式に表されるよ
うに渓流の流出量は降雨因子と密接に関係するし，流木の
発生量も降雨強度に応じて増大する（矢野ら 2018）。これ
らのことから，降雨因子は多くの形態の災害発生頻度と正
の相関があると推察される。一方，素因と被災頻度との関
係はより複雑で，例えば斜面傾斜を取り上げると，急傾斜
地は切取法面崩壊が多く発生することが報告されているし
（吉村ら 1995），斜面安定解析でも傾斜の増加は安全率を
下げる方向に働くが，緩傾斜の斜面下部は地下水位の上昇
が卓越し，それに起因する災害が発生する可能性がある（執
印ら 2009）。Watanabe et al. （2023）も沢沿いで多くの林道
災害が発生していたと報告している。従って林道災害全般
の発生頻度は，斜面傾斜に対して単調・顕著に増加傾向を
示すとは限らない。これらのことから，林道台帳のように
空間的解像度が路線単位でなおかつ被災形態が区別できな
いデータからの素因を含めたモデル推定は容易ではないと
考えられる。生駒ら（2022）が集材路を対象にして行った
ように，UAV空撮等で崩壊発生位置や被災の形態が把握で
きている一方，崩壊発生時期が低解像度でしか把握できな
いデータに対して本研究で提示した手法を用いれば，素因
を含めたモデル推定が可能になるかもしれない。本研究で
提示したモデル推定手法は，原理的には，林道台帳等の路
線・年単位の解像度のデータに限らず様々な空間的・時間
的解像度のデータに適用可能である。ただし，空間的・時
間的解像度や因子の水準の離散化の程度，対象エリアの豪
雨発生頻度に応じてデータの Bの分布は変化するため，本
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研究の結果と同様に高解像度データモデルに近いモデルが
得られるとは限らず，改めて数値実験を行うなどして検証
を行う必要がある。
　本研究では降雨因子として最大 24 時間雨量を用いたが，
斜面災害の警報発令基準や道路や鉄道の通行・運行規制の
基準としては連続雨量と直近の時間雨量の組み合わせ（櫻
谷ら 2019），長期・短期の実効雨量の組み合わせによる雨
量指標（中井ら 2007；小杉 2016），土壌雨量指数（岡田
ら 2001）等が用いられている。解析雨量データを用いれば，
様々な雨量指標を因子とすることが可能である。林道災害
との関連が深い降雨因子の検討は今後の課題としたい。
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注　　　記

（注 1）林道管理者によっては，路線・年単位の合計災害復旧事業費
及び災害復旧事業の施工延長のみを林道台帳に記載しており，
被災箇所数は把握できない場合もある．本研究で提示する手法
は，年・路線単位での被災箇所数の把握が可能な資料の存在下
で適用可能となる．
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